
  平成２０年１１月１４日 

 

平成２１年３月期第２四半期決算について 

 

  武蔵野銀行（頭取 加藤喜久雄）の平成２１年３月期第２四半期決算について、別添のとおり

お知らせします。 

なお、本件につきましては、本日東京証券取引所においても同時に発表しております。 
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特定取引勘定設置の有無 無

1.  平成21年3月期第2四半期（中間期）の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

（注1）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しております。 
（注2）「連結自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるか
どうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。  
 

(1) 連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年9月中間期 47,528 7.4 3,403 △68.6 2,096 △68.1

19年9月中間期 44,219 8.5 10,856 16.5 6,576 9.4

1株当たり中間純利益 潜在株式調整後1株当たり中間純利益

円 銭 円 銭

20年9月中間期 61.36 ―

19年9月中間期 191.14 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
連結自己資本比率（国

内基準）

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

20年9月中間期 3,416,071 157,820 4.5 4,525.80 10.58
20年3月期 3,418,895 159,826 4.5 4,569.76 10.49

（参考） 自己資本   20年9月中間期  154,636百万円 20年3月期  156,987百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 30.00 ― 30.00 60.00
21年3月期 ― 30.00 ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 30.00 60.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

経常収益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 91,000 1.4 10,100 △44.1 6,000 △44.5 175.60
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されるも
の) 

（注）詳細は、11ページの８．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更をご覧ください。  

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年9月中間期  34,455,456株 20年3月期  34,455,456株

② 期末自己株式数 20年9月中間期  287,652株 20年3月期  101,985株

③ 期中平均株式数（中間期） 20年9月中間期  34,168,956株 19年9月中間期  34,407,362株

（個別業績の概要） 

1.  平成21年3月期第2四半期（中間期）の個別業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

（注1）「自己資本比率」は、期末純資産の部の合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。 
（注2）「単体自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるか
どうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。  
 

(1) 個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年9月中間期 41,823 9.7 3,015 △70.9 2,084 △68.4

19年9月中間期 38,122 10.1 10,371 16.8 6,616 7.0

1株当たり中間純利益

円 銭

20年9月中間期 61.01
19年9月中間期 192.29

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
単体自己資本比率（国

内基準）

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

20年9月中間期 3,397,600 153,655 4.5 4,497.09 10.40
20年3月期 3,398,727 156,027 4.5 4,541.84 10.34

（参考） 自己資本 20年9月中間期  153,655百万円 20年3月期  156,027百万円

2.  平成21年3月期の個別業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．業績予想は、現在当行が入手可能な情報及び現時点での判断、評価、事実認識に基づいた仮定を前提としております。 
実際の業績は、今後想定されるさまざまな要因（国内外の経済、株式市場等の状況変化）によって異なる結果となる可能性があります。 
なお、業績予想の数値は今回修正しておりますので、ご利用にあたっては３ページ【定性的情報・財務諸表等】３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧くだ
さい。 
２．当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第2項に規定する事業を行う会社）に該当するため、当第2四半期会計期間につ
いては、中間連結財務諸表および中間財務諸表を作成しております。  

 

経常収益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 80,500 3.6 9,700 △43.5 6,000 △45.3 175.60
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 (株)武蔵野銀行(8336) 平成 21 年 3 月期 第 2 四半期決算短信 

 

【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

    当第２四半期連結会計期間の国内経済は、欧米経済の景気後退懸念や国際金融市場の混乱、原材料価格の高騰など、

経済環境の急激な変動が国内企業業績や消費者心理に悪影響を与え、総じて弱含みの動きとなりました。 

    当行の経営基盤であります埼玉県経済につきましても、企業倒産件数の増加、原材料や生活必需品の相次ぐ価格上昇

により、景気の停滞感が増してきております。 

このような状況の下、当第２四半期連結会計期間の主要損益の状況は以下のとおりとなりました。 

    経常収益は、貸出金利息や株式等売却益の増加により前年同期比３３億８百万円増加し４７５億２８百万円となりました。

経常費用は、経済情勢が厳しさを増す中、取引先の業況悪化から貸倒引当金等を積み増したため、前年同期比１０７億６１

百万円増加し４４１億２４百万円となりました。 

この結果、経常利益は前年同期比７４億５２百万円減少し３４億３百万円、また、当中間純利益は前年同期比４４億８０百

万円減少し２０億９６百万円となりました。 

 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

    当第２四半期連結会計期間末の貸出金残高は、県内地元企業及び個人のお客様の借入ニーズに積極的にお応えする

べく取り組みました結果、前年同期末に比べ１，０５５億円増加し、２兆６，３６２億円となりました。 

    預金残高は、地域に密着した営業基盤の拡充に努めましたことなどから、前年同期末比７１７億円増加し、３兆７５３億円と

なりました。 

有価証券残高は、前年同期末比９８２億円減少し、５，０７０億円となりました。 

繰延税金資産は、金融市場の混乱に伴うその他有価証券の評価損拡大や貸倒引当金の増加により、前年同期末比９１

億円増加し１９９億円となりました。 

「純資産の部」につきましては、市場価格の変動の影響を受けてその他有価証券評価差額金が３３億円のマイナスとなっ

たことを主因に、前年同期末比７９億円減少し１，５７８億円となりました。 

    以上の結果、「資産の部」は前年同期末比２２７億円増加し３兆４，１６０億円となりました。 

    自己資本比率は、連結ベースで１０．５８％、単体ベースで１０．４０％となりました。この比率は国内指導基準である４％を

大幅に上回っており、当行及び当行グループの財務内容は引き続き高い健全性を堅持しております。 

 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

    当第２四半期末における連結業績の主要部分を占める銀行単体の業績は、株価下落や円高の影響を受けた投信販売

手数料の落込みにより役務取引等収益が減少した一方、貸出金残高の堅調な伸びに伴う資金運用収益の増加や株式売

却益の確保により、経常収益は４１８億２３百万円となり、平成 20 年８月８日に公表した業績予想額３８６億円を３２億２３百万

円上回りました。しかしながら、米国サブプライムローン問題の影響を受けた国内金融市場の信用収縮により有価証券の売

却損失が増加したことや貸倒引当金等の積み増しにより、経常利益は業績予想額３９億円を８億８４百万円下回る３０億１５

百万円、また、中間純利益は業績予想額２６億円を５億１５百万円下回る２０億８４百万円となりました。 

以上当第２四半期末における修正要因の影響があることや、来年に向けて景気の後退観測が強まる中、取引先の業況

見通しについては引続き慎重に判断する必要があると思われることから、平成 20 年８月８日に公表した業績予想数値の修

正を行い、平成 21 年３月期通期の経常収益は８０５億円、経常利益は９７億円、当期純利益は６０億円を見込んでおりま

す。 

また、このような銀行単体の業績予想に基づき、平成 21 年３月期通期の連結業績予想につきましては、経常収益９１０ 

億円、経常利益１０１億円、当期純利益は６０億円を見込んでおります。 

 

４．その他 

  ①期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

  ②中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

11 ページの８．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載しております。 
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(株)武蔵野銀行(8336) 平成21年3月期 第2四半期決算短信

５．中間連結財務諸表
(1)【中間連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部
　現金預け金 73,707 73,429
　コールローン及び買入手形 76,491 62,990
　買入金銭債権 23,344 23,703
　商品有価証券 950 727
　金銭の信託 1,503 1,490
　有価証券 507,060 526,108
　貸出金 2,636,281 2,624,130
　外国為替 1,488 1,449
　リース債権及びリース投資資産 16,003 －
　その他資産 28,800 54,534
　有形固定資産 36,038 35,045
　無形固定資産 2,505 2,524
　繰延税金資産 19,942 16,842
　支払承諾見返 14,001 14,005
　貸倒引当金 △ 22,048 △ 18,085
　投資損失引当金 － △ 0
　資産の部合計 3,416,071 3,418,895
負債の部
　預金 3,075,359 3,038,990
　譲渡性預金 75,995 107,623
　コールマネー及び売渡手形 － 1,001
　借用金 27,195 28,496
　外国為替 59 79
　社債 18,000 18,000
　その他負債 34,185 37,472
　賞与引当金 1,431 1,453
　役員賞与引当金 31 29
　退職給付引当金 5,707 5,766
　役員退職慰労引当金 226 200
　利息返還損失引当金 64 60
　睡眠預金払戻引当金 290 190
　ポイント引当金 62 58
　再評価に係る繰延税金負債 5,641 5,641
　支払承諾 14,001 14,005
　負債の部合計 3,258,251 3,259,069
純資産の部
　資本金 45,743 45,743
　資本剰余金 39,440 39,441
　利益剰余金 67,305 66,229
　自己株式 △ 1,249 △ 442
　株主資本合計 151,239 150,971
　その他有価証券評価差額金 △ 3,372 139
　繰延ヘッジ損益 △ 186 △ 1,079
　土地再評価差額金 6,955 6,955
　評価・換算差額等合計 3,396 6,015
　少数株主持分 3,183 2,839
　純資産の部合計 157,820 159,826
負債及び純資産の部合計 3,416,071 3,418,895

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(株)武蔵野銀行(8336) 平成21年3月期 第2四半期決算短信

(2)【中間連結損益計算書】

(単位：百万円)

     前中間連結会計期間
   (自 平成19年４月１日
    至 平成19年９月30日)

     当中間連結会計期間
   (自 平成20年４月１日
    至 平成20年９月30日)

経常収益 44,219 47,528
　資金運用収益 30,797 31,424
　　(うち貸出金利息) (25,853) (27,557)
　　(うち有価証券利息配当金) (4,559) (3,522)
　役務取引等収益 5,912 5,169
　その他業務収益 1,131 1,960
　その他経常収益 6,377 8,973
経常費用 33,362 44,124
　資金調達費用 4,750 5,512
　　(うち預金利息) (3,400) (4,298)
　役務取引等費用 1,874 1,913
　その他業務費用 1,332 2,567
　営業経費 18,220 19,359
　その他経常費用 7,185 14,770
経常利益 10,856 3,403
特別利益 868 384
　償却債権取立益 352 384
　その他の特別利益 516 0
特別損失 178 20
　固定資産処分損 32 20
　減損損失 1 　　　　　　　　　　　　－
　その他の特別損失 144 　　　　　　　　　　　　－
税金等調整前中間純利益 11,546 3,767
法人税、住民税及び事業税 3,986 2,676
法人税等調整額 724                   △  1,317
法人税等合計 　　　　　　　　　　　　－ 1,358
少数株主利益 259 311
中間純利益 6,576 2,096

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(3)【中間連結株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

   前中間連結会計期間
 (自 平成19年４月１日
  至 平成19年９月30日)

   当中間連結会計期間
 (自 平成20年４月１日
  至 平成20年９月30日)

株主資本

　資本金

　　前期末残高 45,743 45,743
　　当中間期変動額

　　　当中間期変動額合計 － －
　　当中間期末残高 45,743 45,743
　資本剰余金

　　前期末残高 39,440 39,441
　　当中間期変動額

　　　自己株式の処分 0 △ 0
　　　当中間期変動額合計 0 △ 0
　　当中間期末残高 39,440 39,440
　利益剰余金

　　前期末残高 57,470 66,229
　　当中間期変動額

　　　剰余金の配当 (注) △ 1,032 △ 1,030
　　　中間純利益 6,576 2,096
　　　土地再評価差額金の取崩 0 －
　　　その他 － 9
　　　当中間期変動額合計 5,545 1,075
　　当中間期末残高 63,015 67,305
　自己株式

　　前期末残高 △ 207 △ 442
　　当中間期変動額

　　　自己株式の取得 △ 23 △ 812
　　　自己株式の処分 1 5
　　　当中間期変動額合計 △ 21 △ 807
　　当中間期末残高 △ 229 △ 1,249
　株主資本合計

　　前期末残高 142,447 150,971
　　当中間期変動額

　　　剰余金の配当 (注) △ 1,032 △ 1,030
　　　中間純利益 6,576 2,096
　　　自己株式の取得 △ 23 △ 812
　　　自己株式の処分 1 4
　　　土地再評価差額金の取崩 0 －
　　　その他 － 9
　　　当中間期変動額合計 5,523 268
　　当中間期末残高 147,971 151,239
評価・換算差額等

　その他有価証券評価差額金

　　前期末残高 13,409 139
　　当中間期変動額

　　　株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) △ 5,827 △ 3,511
　　　当中間期変動額合計 △ 5,827 △ 3,511
　　当中間期末残高 7,582 △ 3,372
　繰延ヘッジ損益

　　前期末残高 210 △ 1,079
　　当中間期変動額

　　　株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) 65 892
　　　当中間期変動額合計 65 892
　　当中間期末残高 275 △ 186
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(単位：百万円)

   前中間連結会計期間
 (自 平成19年４月１日
  至 平成19年９月30日)

   当中間連結会計期間
 (自 平成20年４月１日
  至 平成20年９月30日)

　土地再評価差額金

　　前期末残高 6,956 6,955
　　当中間期変動額

　　　株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) △ 0 －
　　　当中間期変動額合計 △ 0 －
　　当中間期末残高 6,955 6,955
　評価・換算差額等合計

　　前期末残高 20,576 6,015
　　当中間期変動額

　　　株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) △ 5,763 △ 2,618
　　　当中間期変動額合計 △ 5,763 △ 2,618
　　当中間期末残高 14,813 3,396
少数株主持分

　前期末残高 2,724 2,839
　当中間期変動額

　　株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) 255 343
　　当中間期変動額合計 255 343
　当中間期末残高 2,980 3,183
純資産合計

　前期末残高 165,748 159,826
　当中間期変動額

　　剰余金の配当 (注) △ 1,032 △ 1,030
　　中間純利益 6,576 2,096
　　自己株式の取得 △ 23 △ 812
　　自己株式の処分 1 4
　　土地再評価差額金の取崩 0 －
　　その他 － 9
　　株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) △ 5,507 △ 2,274
　　当中間期変動額合計 16 △ 2,006
　当中間期末残高 165,764 157,820

(注) 平成19年6月及び平成20年6月の定時株主総会における決議項目であります。
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(4)【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

    前中間連結会計期間
  (自 平成19年４月１日
   至 平成19年９月30日)

    当中間連結会計期間
  (自 平成20年４月１日
   至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税金等調整前中間純利益 11,546 3,767
　減価償却費 936 1,460
　減損損失 1 －
　貸倒引当金の増減(△) △ 786 3,962
　投資損失引当金の増減額(△は減少) △ 0 △ 0
　賞与引当金の増減額(△は減少) 23 △ 22
　役員賞与引当金の増減額(△は減少) △ 42 1
　退職給付引当金の増減額(△は減少) △ 20 △ 58
　役員退職慰労引当金の増減額(△は減少) △ 120 25
　利息返還損失引当金の増減額(△は減少) 21 4
　睡眠預金払戻引当金の増減額(△は減少) 175 100
　ポイント引当金の増減額(△は減少) － 4
　資金運用収益 △ 30,797 △ 31,424
　資金調達費用 4,750 5,512
　有価証券関係損益(△) 998 △ 1,515
　金銭の信託の運用損益(△は運用益) △ 0 △ 4
　為替差損益(△は益) 71 33
　固定資産処分損益(△は益) 32 20
　商品有価証券の純増(△)減 △ 920 △ 223
　貸出金の純増(△)減 △ 90,508 △ 12,150
　預金の純増減(△) 42,164 36,369
　譲渡性預金の純増減(△) 41,496 △ 31,627
　借用金(劣後特約付借入金を除く)の純増減(△) 61 △ 1,300
　預け金(日銀預け金を除く)の純増(△)減 △ 13 743
　コールローン等の純増(△)減 △ 54,572 △ 13,141
　コールマネー等の純増減(△) △ 1,731 △ 1,001
　外国為替(資産)の純増(△)減 △ 501 △ 39
　外国為替(負債)の純増減(△) △ 35 △ 19
　資金運用による収入 30,772 31,615
　資金調達による支出 △ 3,652 △ 4,753
　その他 581 △ 232
　小計 △ 50,070 △ 13,894
　法人税等の支払額 △ 4,702 △ 4,405
　営業活動によるキャッシュ・フロー △ 54,772 △ 18,299
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有価証券の取得による支出 △ 150,573 △ 335,026
　有価証券の売却による収入 118,557 132,021
　有価証券の償還による収入 18,584 225,243
　金銭の信託の増加による支出 － △ 9
　金銭の信託の減少による収入 0 －
　有形固定資産の取得による支出 △ 633 △ 675
　無形固定資産の取得による支出 △ 13 △ 390
　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 14,078 21,163
財務活動によるキャッシュ・フロー
　配当金の支払額 △ 1,032 △ 1,030
　少数株主への配当金の支払額 △ 3 △ 3
　自己株式の取得による支出 △ 23 △ 812
　自己株式の売却による収入 1 4
　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,057 △ 1,842
現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △ 69,908 1,021
現金及び現金同等物の期首残高 120,601 71,656
現金及び現金同等物の中間期末残高 50,692 72,678

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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６．継続企業の前提に関する注記 

    該当事項はありません。 

 

７．中間連結財務諸表のための基本となる重要な事項 

（１）連結の範囲に関する事項 

①連結子会社                          ７社 

         ぶぎんビジネスサービス株式会社 

         ぶぎん総合リース株式会社 

         ぶぎん保証株式会社 

         むさしのカード株式会社 

         ぶぎんシステムサービス株式会社 

         株式会社ぶぎん地域経済研究所 

         株式会社ぶぎんキャピタル 

②非連結子会社                  ２社 

会社名   むさしの地域活性化ファンド投資事業有限責任組合 

むさしの地域活性化ファンド２号投資事業有限責任組合 

非連結子会社は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ

損益（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を

妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

 

（２）持分法の適用に関する事項 

持分法非適用の非連結子会社        ２社 

   会社名   むさしの地域活性化ファンド投資事業有限責任組合 

むさしの地域活性化ファンド２号投資事業有限責任組合 

  持分法非適用の非連結子会社は、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ損益

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対

象から除外しております。 

 

（３）連結子会社の中間決算日等に関する事項 

     連結子会社の中間決算日は次のとおりであります。 

         ９月末日         ７社 

 

（４）会計処理基準に関する事項 

 ①商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

 ②有価証券の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時

価のあるものについては、中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のな

いものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(ロ)有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価

法により行っております。 

③デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

④減価償却の方法 

(イ)有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物 （建物附属設備を除く。）については

定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建  物   １５年～５０年 

   その他   ４年～２０年 
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連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法により償却しております。 

(ロ)無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定

める利用可能期間(５年)に基づいて償却しております。 

(ハ)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐

用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残

価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

 ⑤貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等

の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後

の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、

現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権

額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的

に判断し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しておりま

す。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査

部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収

が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は２２，７２２百万円

であります。 

連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

⑥投資損失引当金の計上基準 

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる

額を計上しております。 

⑦賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期

間に帰属する額を計上しております。 

⑧役員賞与引当金の計上基準 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期

間に帰属する額を計上しております。 

⑨退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び

数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務 その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法によ

り費用処理 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）に

よる定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 

なお、退職給付引当金の当中間連結会計期間末残高には、執行役員分７２百万円が含まれております。 

⑩役員退職慰労引当金の計上基準 

    役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、 

当中間連結会計期間末までに発生していると認められる額を計上しております。 

⑪利息返還損失引当金の計上基準 

連結子会社の利息返還損失引当金は、利息制限法の上限金利を超過する貸付金利息の返還請求に備えるため、過去

の返還実績等を勘案した見積返還額を計上しております。 

⑫睡眠預金払戻引当金の計上基準 

睡眠預金払戻引当金は、一定の要件を満たし利益計上した睡眠預金の払戻請求に備えるため、過去の払戻実績に基

づく将来の払戻見込額を計上しております。 
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⑬ポイント引当金の計上基準 

ポイント引当金は、連結子会社が行っているクレジットカード業務に係る交換可能ポイントの将来の利用による負担に備

えるため、当中間連結会計期間末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。 

⑭外貨建資産・負債の換算基準 

外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

⑮リース取引の処理方法 

（借手側） 

当行並びに連結子会社の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１日前に開

始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

（貸手側） 

リース取引開始日が「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号平成 19 年３月 30 日）適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第 16 号同前）第 81 項に基づき、同会計基準適用初年度の前連結会計年度末における固定資産の適正な帳簿価額（減価

償却累計額控除後）をリース投資資産の期首の価額として計上しております。 

なお、同適用指針第 80 項を適用した場合と比べ、税金等調整前中間純利益は１，０５３百万円減少しております。 

⑯重要なヘッジ会計の方法 

(イ)金利リスク・ヘッジ 

当行では、主にヘッジ対象である貸出金等の金融資産・負債から生じる金利リスクの回避を目的として、各取引毎のヘッ

ジ対象に個別対応のデリバティブ取引を行う「個別ヘッジ」を実施しております。また、複数のヘッジ対象に対してデリバティ

ブ取引を行う「包括ヘッジ」を実施しております。 

ヘッジ会計の方法は、貸出金等については繰延ヘッジ処理及び金利スワップの特例処理を行っております。 

また、当行のリスク管理方針に従い、ヘッジ手段とヘッジ対象を一体管理するとともに、ヘッジ対象のリスクが減殺されて

いるかを検証し、ヘッジの有効性を評価しております。 

連結子会社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、当行と同様の方法によっております。 

(ロ)為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等

の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に規定する繰

延ヘッジによっております。 

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引

及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション

相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

なお、当中間連結会計期間末日において通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等はありません。 

⑰消費税等の会計処理 

     当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

    ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間連結会計期間の費用に計上しております。 

 

（５）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日

本銀行への預け金であります。 

 

８．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（リース取引に関する会計基準） 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号平成 19 年３月 30 日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第 16 号同前）が平成 20 年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されることになったこと

に伴い、当中間連結会計期間から同会計基準及び適用指針を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変

更しております。 

（借手側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。これによる影響は軽微であります。 

   なお、リース取引開始日が平成 20 年４月１日前に開始する連結会計年度に属する所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
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（貸手側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準については、リース料受取時に売上高と売上原価を計上す

る方法によっております。 

なお、リース取引開始日が平成 20 年４月１日前に開始する連結会計年度に属する所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、期首に前連結会計年度末における固定資産の減価償却累計額控除後の額で契約したものとして、リース投資

資産に計上する方法によっております。 

これにより、従来の方法に比べ、「リース債権及びリース投資資産」が１６，００３百万円計上され「その他資産」が同額減少し

ておりますが、損益に与える影響は軽微であります。 

 

９．注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

①有価証券には、非連結子会社の出資金８２４百万円を含んでおります。 

②貸出金のうち、破綻先債権額は１６，０２８百万円、延滞債権額は４３，２９２百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立

て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不

計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令(昭和４０年政令第９７号)第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又

は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし

て利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 ③貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は６８百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債

権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 ④貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２４，６８８百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本

の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞

債権に該当しないものであります。 

⑤破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は８４，０７８百万円であります。 

   なお、②から⑤に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

⑥手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、

荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面

金額は、３０，３３７百万円であります。 

⑦担保に供している資産は次のとおりであります。 

       担保に供している資産 

その他資産   ３，５１５百万円 

       担保資産に対応する債務 

借用金   ２，７７０百万円 

   上記のほか、為替決済等の取引の担保として有価証券９３，５７４百万円を差し入れております。 

   また、その他資産のうち保証金は２，０８３百万円であります。 

⑧当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定さ

れた条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融

資未実行残高は、２６２，５１７百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが２１８，５１１百万円あります。なお、

このほかに総合口座の当座貸越契約に係る融資未実行残高が２４４，９９３百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び

連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債

権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度

額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担

保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見

直し、与信保全上の措置等を講じております。 

⑨土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価

差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除し

た金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
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       再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日 

       同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布

政令第１１９号）第２条第４号に定める地価税法に基づいて、

（奥行価格補正、側方路線影響加算、不整形地補正による補

正等）合理的な調整を行って算出。 

⑩有形固定資産の減価償却累計額は２２，１８９百万円であります。 

⑪借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１６，５００百万円が含まれ

ております。 

⑫社債は、劣後特約付社債であります。 

⑬有価証券中の社債のうち、有価証券の私募(金融商品取引法第２条第３項)による社債に対する当行の保証債務の額は  

１０，７３７百万円であります。 

 

（中間連結損益計算書関係） 

その他経常費用には、貸出金償却８百万円、貸倒引当金繰入額９，１４５百万円、株式等売却損３２８百万円及び株式等

償却２１５百万円を含んでおります。 

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

Ⅰ  前中間連結会計期間（自 平成１9 年４月１日 至 平成１9 年９月３０日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

                                                                    （単位：千株） 

 
前連結会計 

年度末株式数 
当中間連結会計 
期間増加株式数 

当中間連結会計 
期間減少株式数 

当中間連結会計
期間末株式数 

摘  要 

発行済株式  

 普通株式 34,455 － － 34,455

合計 34,455 － － 34,455

自己株式  

 普通株式 46 3 0 49 (注) 

合計 46 3 0 49  

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。また、減少は、単元未満

株式の買増請求による減少であります。 

２．配当に関する事項 

 (決  議) 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 
１株当たりの

金額(円) 基準日 効力発生日

平成 19 年 6 月 28 日 

定時株主総会 
普通株式 1,032 30

平成 19 年 

3 月 31 日 

平成 19 年

6 月 29 日 

基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの 

(決  議) 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 
配当の原資 １株当たりの

金額(円) 基準日 効力発生日

平成 19 年 11 月 22 日
取締役会 普通株式 1,032 利益剰余金 30 

平成 19 年 

9 月 30 日 

平成 19 年

12 月 10 日

 

Ⅱ  当中間連結会計期間（自 平成 20 年４月１日 至 平成 20 年９月３０日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

                                                                    （単位：千株） 

 
前連結会計 

年度末株式数 
当中間連結会計 
期間増加株式数 

当中間連結会計 
期間減少株式数 

当中間連結会計
期間末株式数 

摘  要 

発行済株式  

 普通株式 34,455 － － 34,455

合計 34,455 － － 34,455

自己株式  

 普通株式 101 186 1 287 (注) 

合計 101 186 1 287  
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（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役会決議に基づき買い受けた自己株式及び単元未満株式の買

取りによる増加であります。また、減少は、単元未満株式の買増請求による減少であります。当中間連結会計期間

増加株式数のうち、平成 20 年３月 18 日付取締役会決議に基づき買い受けた自己株式は 183,100 株であります。 

 

２．配当に関する事項 

 (決  議) 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 
１株当たりの

金額(円) 
基準日 効力発生日

平成 20 年 6 月 27 日 

定時株主総会 
普通株式 1,030 30

平成 20 年 

3 月 31 日 

平成 20 年

6 月 30 日 

基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの 

(予  定) 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 配当の原資 １株当たりの
金額(円) 基準日 効力発生日

平成 20 年 11 月 28 日
取締役会 普通株式 1,025 利益剰余金 30 

平成 20 年 

9 月 30 日 

平成 20 年

12 月 10 日

  

 

Ⅲ  前連結会計年度（自 平成１9 年４月１日 至 平成 20 年 3 月３1 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

                                                                    （単位：千株） 

 
前連結会計 

年度末株式数 
当連結会計年度 

増加株式数 
当連結会計年度 

減少株式数 
当連結会計 

年度末株式数 
摘  要 

発行済株式  

 普通株式 34,455 － － 34,455

合計 34,455 － － 34,455

自己株式  

 普通株式 46 56 0 101 (注) 

合計 46 56 0 101  

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役会決議に基づき買い受けた自己株式及び単元未満株式の買取

りによる増加であります。また、減少は、単元未満株式の買増請求による減少であります。当連結会計年度増加株

式数のうち、平成 20 年３月 18 日付取締役会決議に基づき買い受けた自己株式は 50,000 株であります。 

 

２．配当に関する事項 

(決  議) 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 
１株当たりの

金額(円) 
基準日 効力発生日

平成 19 年 6 月 28 日 

定時株主総会 
普通株式 1,032 30

平成 19 年 

3 月 31 日 

平成 19 年

6 月 29 日 

平成 19 年 11 月 22 日

取締役会 
普通株式 1,032 30

平成 19 年 

9 月 30 日 

平成 19 年

12 月 10 日

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの 

(決  議) 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 
配当の原資 １株当たりの

金額(円) 基準日 効力発生日

平成 20 年 6 月 27 日
定時株主総会 普通株式 1,030 利益剰余金 30 

平成 20 年 

3 月 31 日 

平成 20 年

6 月 30 日 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（単位：百万円） 

平成 20 年９月 30 日現在 

              現金預け金勘定     ７３，７０７ 

               日本銀行以外の預け金  △ １，０２９

               現金及び現金同等物     ７２，６７８
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（有価証券関係） 

中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」及び「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権が含まれて

おります。 

 

Ⅰ 前中間連結会計期間末 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成１９年９月３０日現在) 

 

 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

国   債 ３，０００ ２，９９６ △ ４

地 方 債 ７，９８４ ７，９８０ △ ３

合   計 １０，９８４ １０，９７７ △ ７

（注）時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

２．その他有価証券で時価のあるもの(平成１９年９月３０日現在) 

 取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

  株式 ３９，８０５ ５６，２５１ １６，４４６

  債券 ４４４，９７６ ４４１，７１１ △ ３，２６５

  国債 ２０１，１４４ １９８，５３８ △ ２，６０６

  地方債 １１４，２１３ １１３，６１７ △ ５９６ 

  社債 １２９，６１８ １２９，５５５ △ ６２

  その他 ９２，１７０ ９１，７２９ △ ４４０

合  計 ５７６，９５１ ５８９，６９２ １２，７４０

（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したもの

であります。 

        ２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が

取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表価額  

とするとともに、評価差額を当中間連結会計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当中間連結会計期間における減損処理額は、５９０百万円(うち、株式１００百万円、債券４９０百万円)であります。 

なお、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、次のとおりであります。 

ア． 期末時価が帳簿価額の５０％以上下落した場合 

イ． 期末時価が帳簿価額の３０％以上５０％未満下落し、かつ次のいずれかに該当する場合 

             ①時価が過去１年間にわたり帳簿価額の３０％以上下落、又は格付の著しい低下 

             ②発行会社が債務超過 

             ③発行会社が２期連続の赤字決算 

また、上記の評価差額から繰延税金負債５，１５８百万円を差し引いた額７，５８２百万円が「その他有価証券評価

差額金」に計上されております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成１９年９月３０日現在) 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券 １１，００５ 

 事業債（私募債） １１，００５ 

その他有価証券 ５，９９８ 

非上場株式 ２，５８３ 

投資事業組合等 ３，２７０  

その他 １４４ 
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Ⅱ 当中間連結会計期間末 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成２０年９月３０日現在) 

 

 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

国   債 ３，０００ ３，０１２ １２

地 方 債 ７，９８５ ８，１２３ １３７

合   計 １０，９８６ １１，１３６ １４９

（注）時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

２．その他有価証券で時価のあるもの(平成２０年９月３０日現在) 

 取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

  株式 ３６，２２６ ３６，６０９ ３８３

  債券 ３９３，１０２ ３９３，５５４ ４５１

  国債 １６７，０４６ １６７，５０７ ４６１

  地方債 １１１，７１０ １１１，５８６ △ １２４ 

  社債 １１４，３４５ １１４，４６０ １１４

  その他 ６４，１００ ５７，６１６ △ ６，４８４

合  計 ４９３，４２９ ４８７，７８０ △ ５，６４９

（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したもの

であります。 

その他有価証券のうち変動利付国債については、売り手と買い手の希望する価格の差が著しく大きいため、市場

価格が公正な評価額を示していないとの判断の下、経営者の合理的な見積りによる価額によって評価しておりま

す。 

なお、この取扱いにより中間連結貸借対照表計上額は４，６９３百万円増加、その他有価証券評価差額金は    

２，７９３百万円増加し、繰延税金資産は１，９００百万円減少しております。 

        ２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が

取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表価額  

とするとともに、評価差額を当中間連結会計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当中間連結会計期間における減損処理額は、４７４百万円(うち、株式１９６百万円、債券２７５百万円)であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、次のとおりであります。 

ア． 期末時価が帳簿価額の５０％以上下落した場合 

イ． 期末時価が帳簿価額の３０％以上５０％未満下落し、かつ次のいずれかに該当する場合 

             ①時価が過去１年間にわたり帳簿価額の３０％以上下落、又は格付の著しい低下 

             ②発行会社が債務超過 

             ③発行会社が２期連続の赤字決算 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成２０年９月３０日現在) 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券 １０，７３７ 

 事業債（私募債） １０，７３７ 

その他有価証券 ６，７６２ 

非上場株式 ３，９９２ 
投資事業組合等 １，７９６  

その他 ９７３ 
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Ⅲ  前連結会計年度末 

 

１．売買目的有価証券(平成２０年３月３１日現在) 

 

  

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の損益 

に含まれた評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 ７２７  ４ 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成２０年３月３１日現在) 

 

 

連結貸借対照表

計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） うち益（百万円） うち損（百万円） 

国   債 ３，０００ ３，０３０ ３０ ３０ －

地 方 債 ７，９８５ ８，２７２ ２８７ ２８７ －

合   計 １０，９８５ １１，３０２ ３１７ ３１７ －

（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 

        ２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

３．その他有価証券で時価のあるもの(平成２０年３月３１日現在) 

 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借 

対照表計上額 

（百万円） 

評価差額 

（百万円） 
うち益（百万円） うち損（百万円）

 株式 ３９，６４５ ４５，５４８ ５，９０２ ９，８３２ ３，９３０

 債券 ３９１，５８７ ３９０，５７５ △ １，０１２ ２，３６１ ３，３７３

 国債 １５９，９３０ １５７，０３３ △ ２，８９６ １９９ ３，０９６

 地方債 １１２，５１２ １１３，４４４ ９３１ １，０５４ １２２ 

 社債 １１９，１４４ １２０，０９６ ９５２ １，１０６ １５４

 その他 ７８，０３９ ７３，４０２ △ ４，６３７ ８３６ ５，４７３

合  計 ５０９，２７３ ５０９，５２６ ２５２ １３，０３０ １２，７７７

  （注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取

得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価額とすると

ともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

   当連結会計年度における減損処理額は、２，７８１百万円(うち、株式１，２８４百万円、債券１，４９７百万円)であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、次のとおりであります。 

ア． 期末時価が帳簿価額の５０％以上下落した場合 

イ． 期末時価が帳簿価額の３０％以上５０％未満下落し、かつ次のいずれかに該当する場合 

             ①時価が過去１年間にわたり帳簿価額の３０％以上下落、又は格付の著しい低下 

             ②発行会社が債務超過 

             ③発行会社が２期連続の赤字決算 

４．前連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自平成１９年４月１日 至平成２０年３月３１日） 

      該当事項はありません。 

５．前連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成１９年４月１日 至平成２０年３月３１日） 

 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

その他有価証券 ２６８，７０７ ２，７３１ ３，１７６

６．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成２０年３月３１日現在) 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券   １０，３１５ 

 事業債（私募債） １０，３１５ 

その他有価証券   ５，６０２ 

 非上場株式 ２，４８０ 

 投資事業組合等 ２，０９９ 

 その他 １，０２１ 
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７．保有目的を変更した有価証券 

      該当事項はありません。 

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額(平成２０年３月３１日現在) 

 
１年以内（百万円）

１年超５年以内 

（百万円） 

５年超１０年以内

（百万円） 
１０年超（百万円）

債券 ８３，３１２ １７１，９７１ １２４，５２４ ３２，２１１

国債 ４３，０７５ ４０，１６３ ５７，８３５ １８，９６０

地方債 １７，８７１ ５３，８１１ ４９，７４６ － 

社債 ２２，３６５ ７７，９９６ １６，９４３ １３，２５０

その他 １，７６９ ２４，３４４ ２３，３８１ １１，１６８

合  計 ８５，０８２ １９６，３１６ １４７，９０６ ４３，３７９

 

 

（金銭の信託関係） 

 

Ⅰ  前中間連結会計期間末 

 

１．満期保有目的の金銭の信託(平成１９年９月３０日現在) 

      該当事項はありません。 

 

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外)(平成１９年９月３０日現在) 

      該当事項はありません。 

 

Ⅱ  当中間連結会計期間末 

 

１．満期保有目的の金銭の信託(平成２０年９月３０日現在) 

      該当事項はありません。 

 

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外)(平成２０年９月３０日現在) 

      該当事項はありません。 

 

Ⅲ  前連結会計年度末 

 

１．運用目的の金銭の信託(平成２０年３月３１日現在) 

                                                                              

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の損益 

に含まれた評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 １，４９０ － 

 

２．満期保有目的の金銭の信託(平成２０年３月３１日現在) 

      該当事項はありません。 

 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外)(平成２０年３月３１日現在) 

      該当事項はありません。 
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（その他有価証券評価差額金） 

 

Ⅰ  前中間連結会計期間末 
 

○その他有価証券評価差額金(平成１９年９月３０日現在) 

  中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は次のとおりであります。 

                                                                        

 金額（百万円） 

評価差額 １２，７４０ 

その他有価証券 １２，７４０ 
 

その他の金銭の信託 － 

（△）繰延税金負債 △ ５，１５８ 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） ７，５８２ 

（△）少数株主持分相当額 － 

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に

係る評価差額金のうち親会社持分相当額 
－ 

その他有価証券評価差額金 ７，５８２ 

 

Ⅱ  当中間連結会計期間末 
 

○その他有価証券評価差額金(平成２０年９月３０日現在) 

  中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は次のとおりであります。 

                                                                        

 金額（百万円） 

評価差額 △ ５，６４９ 

その他有価証券 △ ５，６４９ 
 

その他の金銭の信託 － 

（＋）繰延税金資産 ２，２８７ 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） △ ３，３６１ 

（△）少数株主持分相当額 △ １０ 

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に

係る評価差額金のうち親会社持分相当額 
－ 

その他有価証券評価差額金 △ ３，３７２ 

 

Ⅲ  前連結会計年度末 
 

○その他有価証券評価差額金(平成２０年３月３１日現在) 

  連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は次のとおりであります。 

                                                                            

 金額（百万円） 

評価差額 ２５２ 

その他有価証券 ２５２ 
 

その他の金銭の信託 － 

（△）繰延税金負債 △ １０２ 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） １５０ 

（△）少数株主持分相当額 △ １０ 

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に

係る評価差額金のうち親会社持分相当額 
－ 

その他有価証券評価差額金 １３９ 
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（セグメント情報） 

 

○事業の種類別セグメント情報 

 

前中間連結会計期間（自 平成１９年４月１日  至 平成１９年９月３０日） 

                                                                                              

 銀行業務 

（百万円） 

リース業務 

（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社

（百万円） 

連結 

（百万円） 

経常収益       

（１）外部顧客に対する 

    経常収益 
３７，９８１ ４，８７９ １，３５８ ４４，２１９ － ４４，２１９

（２）セグメント間の内部 

    経常収益 
１６０ ３８５ ５９０ １，１３６ （１，１３６） －

計 ３８，１４１ ５，２６５ １，９４９ ４５，３５６ （１，１３６） ４４，２１９

経常費用 ２７，８３７ ５，０１２ １，６４７ ３４，４９７ （１，１３４） ３３，３６２

経常利益 １０，３０４ ２５２ ３０１ １０，８５８ （２） １０，８５６

（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

２．各事業の主な内容は次のとおりであります。 

（１）銀行業務  銀行業務 

（２）リース業務  リース業務 

（３）その他  信用保証業務、クレジットカード業務、金銭の貸付業務、コンピュータシステムの開発・販 

 売・保守管理業務、県内経済・産業の調査研究、経営・税務等の相談、ベンチャー企業 

 への投資、経営相談 

 

当中間連結会計期間（自 平成２０年４月１日  至 平成２０年９月３０日） 

                                                                                              

 銀行業務 

（百万円） 

リース業務 

（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社

（百万円） 

連結 

（百万円） 

経常収益       

（１）外部顧客に対する 

    経常収益 
４１，６９５ ４，４８７ １，３４５ ４７，５２８ － ４７，５２８

（２）セグメント間の内部 

    経常収益 
１４６ ３６１ ５８８ １，０９７ （１，０９７） －

計 ４１，８４２ ４，８４９ １，９３３ ４８，６２５ （１，０９７） ４７，５２８

経常費用 ３８，７９０ ４，５３４ １，９１１ ４５，２３７ （１，１１２） ４４，１２４

経常利益 ３，０５１ ３１４ ２２ ３，３８８ （△１５） ３，４０３

（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

２．各事業の主な内容は次のとおりであります。 

（１）銀行業務  銀行業務 

（２）リース業務  リース業務 

（３）その他  信用保証業務、クレジットカード業務、金銭の貸付業務、コンピュータシステムの開発・販 

 売・保守管理業務、県内経済・産業の調査研究、経営・税務等の相談、ベンチャー企業 

 への投資、経営相談 
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前連結会計年度（自 平成１９年４月１日  至 平成２０年３月３１日） 

 

 銀行業務 

（百万円） 

リース業務 

（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社

（百万円） 

連結 

（百万円） 

経常収益       

（１）外部顧客に対する 

    経常収益 
７７，４１０ ９，７４６ ２，５２１ ８９，６７９ － ８９，６７９

（２）セグメント間の内部 

    経常収益 
３０７ ７７３ １，１１３ ２，１９４ （２，１９４） －

計 ７７，７１８ １０，５１９ ３，６３４ ９１，８７３ （２，１９４） ８９，６７９

経常費用 ６０，５９４ ９，９９９ ３，１８９ ７３，７８３ （２，１９１） ７１，５９２

経常利益 １７，１２３ ５２０ ４４５ １８，０８９ （２） １８，０８７

（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

２．各事業の主な内容は次のとおりであります。 

（１）銀行業務  銀行業務 

（２）リース業務  リース業務 

（３）その他  信用保証業務、クレジットカード業務、金銭の貸付業務、コンピュータシステムの開発・販 

 売・保守管理業務、県内経済・産業の調査研究、経営・税務等の相談、ベンチャー企業 

 への投資、経営相談 

 

○所在地別セグメント情報 

 

   前中間連結会計期間（自平成１９年４月１日 至平成１９年９月３０日） 

   当中間連結会計期間（自平成２０年４月１日 至平成２０年９月３０日） 

   前連結会計年度（自平成１９年４月１日 至平成２０年３月３１日） 

 

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも１００％のため、

所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

○国際業務経常収益 

 

   前中間連結会計期間（自平成１９年４月１日 至平成１９年９月３０日） 

   当中間連結会計期間（自平成２０年４月１日 至平成２０年９月３０日） 

   前連結会計年度（自平成１９年４月１日 至平成２０年３月３１日） 

 

国際業務経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 
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（１株当たり情報） 

 

 

前中間連結会計期間 

 （自 平成１９年４月 １日 

   至 平成１９年９月３０日）

当中間連結会計期間 

 （自 平成２０年４月 １日 

   至 平成２０年９月３０日） 

前連結会計年度 

（自 平成１９年４月 １日 

 至 平成２０年３月３１日）

１株当たり純資産額 円 ４，７３１．３２ ４，５２５．８０ ４，５６９．７６

１株当たり中間(当期) 

純利益金額 
円 １９１．１４ ６１．３６ ３１４．５９

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
円 － － －

（注）１．１株当たり純資産額及び１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

   (1)１株当たり純資産額 

 前中間連結会計期間末

（平成 19 年 9 月 30 日）

当中間連結会計期間末 

（平成 20 年 9 月 30 日） 

前連結会計年度末 

（平成 20 年 3 月 31 日）

純資産の部の合計額 百万円 １６５，７６４ １５７，８２０ １５９，８２６

純資産の部の合計額から

控除する金額 
百万円 ２，９８０ ３，１８３ ２，８３９

（うち少数株主持分） 百万円 ２，９８０ ３，１８３ ２，８３９

普通株式に係る中間期末

の純資産額 
百万円 １６２，７８４ １５４，６３６ １５６，９８７

１株当たり純資産額の算

定に用いられた中間期末

の普通株式の数 

千株 ３４，４０５ ３４，１６７ ３４，３５３

    (2)１株当たり中間(当期)純利益金額 

 前中間連結会計期間 

（平成 19 年 9 月 30 日）

当中間連結会計期間 

（平成 20 年 9 月 30 日） 

前連結会計年度 

（平成 20 年 3 月 31 日）

中間(当期)純利益 百万円 ６，５７６ ２，０９６ １０，８２２

普通株式に係る中間(当

期)純利益 
百万円 ６，５７６ ２，０９６ １０，８２２

普通株式の(中間)期中平

均株式数 
千株 ３４，４０７ ３４，１６８ ３４，４０１

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。 

 

（重要な後発事象） 

自己株式の取得 

当行は、平成 20 年 11 月 14 日開催の取締役会において、会社法第 165 条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第 156 条の規定に基づく自己株式の取得について次のとおり決議いたしました。 

 ① 自己株式の取得を行う理由 

資本効率の向上を通じた株主への利益還元及び機動的な資本政策の遂行を可能にするため 

 ② 取得の内容 

取得する株式の種類      当行普通株式 

取得する株式の総数      250,000 株（上限） 

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 0.73％） 

取得価額の総額         1,000,000,000 円（上限） 

取得の方法            東京証券取引所における市場買付け 

取得の期間            平成 20 年 11 月 17 日から平成 20 年 12 月 30 日まで 

 

（開示の省略） 

リース取引、デリバティブ取引に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるた

め、開示を省略しております。 
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10．中間財務諸表
(1)【中間貸借対照表】

(単位：百万円)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部
　現金預け金 73,160 72,123
　コールローン 76,491 62,990
　買入金銭債権 23,344 23,703
　商品有価証券 950 727
　金銭の信託 1,503 1,490
　有価証券 504,130 523,159
　貸出金 2,647,177 2,635,098
　外国為替 1,488 1,449
　その他資産 18,241 26,350
　有形固定資産 34,210 34,055
　無形固定資産 2,411 2,492
　繰延税金資産 17,496 14,661
　支払承諾見返 14,001 14,005
　貸倒引当金 △ 17,007 △ 13,580
　資産の部合計 3,397,600 3,398,727
負債の部
　預金 3,079,391 3,043,233
　譲渡性預金 78,995 110,623
　コールマネー － 1,001
　借用金 16,971 16,887
　外国為替 59 79
　社債 18,000 18,000
　その他負債 23,336 25,742
　　未払法人税等 2,470 4,330
　　リース債務 170 －
　　その他の負債 20,695 －
　賞与引当金 1,359 1,361
　役員賞与引当金 11 13
　退職給付引当金 5,659 5,719
　役員退職慰労引当金 226 200
　睡眠預金払戻引当金 290 190
　再評価に係る繰延税金負債 5,641 5,641
　支払承諾 14,001 14,005
　負債の部合計 3,243,945 3,242,699
純資産の部
　資本金 45,743 45,743
　資本剰余金 39,440 39,441
　　資本準備金 38,351 38,351
　　その他資本剰余金 1,089 1,089
　利益剰余金 66,326 65,272
　　利益準備金 10,087 10,087
　　その他利益剰余金 56,239 55,185
　　　不動産圧縮積立金 421 426
　　　別途積立金 51,560 42,560
　　　繰越利益剰余金 4,257 12,198
　自己株式 △ 1,249 △ 442
　株主資本合計 150,261 150,015
　その他有価証券評価差額金 △ 3,374 136
　繰延ヘッジ損益 △ 186 △ 1,079
　土地再評価差額金 6,955 6,955
　評価・換算差額等合計 3,394 6,012
　純資産の部合計 153,655 156,027
負債及び純資産の部合計 3,397,600 3,398,727

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(2)【中間損益計算書】

(単位：百万円)

    前中間会計期間
(自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日)

    当中間会計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

経常収益 38,122 41,823
　資金運用収益 30,646 31,296
　　(うち貸出金利息) (25,722) (27,448)
　　(うち有価証券利息配当金) (4,543) (3,506)
　役務取引等収益 5,388 4,607
　その他業務収益 810 1,639
　その他経常収益 1,277 4,280
経常費用 27,751 38,808
　資金調達費用 4,669 5,432
　　(うち預金利息) (3,404) (4,302)
　役務取引等費用 2,207 2,204
　その他業務費用 1,332 2,567
　営業経費 17,974 18,925
　その他経常費用 1,567 9,678
経常利益 10,371 3,015
特別利益 865 383
特別損失 178 20
税引前中間純利益 11,059 3,378
法人税、住民税及び事業税 3,678 2,347
法人税等調整額 763 　　　　　　　   △  1,053
法人税等合計額                          － 1,294
中間純利益 6,616 2,084

(注)1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
    2. 1株当たり中間純利益金額　61円01銭
    3. その他経常費用には、貸倒引当金繰入額 8,076百万円、株式等売却損 328百万円及び株式等償却
       196百万円を含んでおります。
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(3)【中間株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

      前中間会計期間
  (自 平成19年４月１日
   至 平成19年９月30日)

      当中間会計期間
  (自 平成20年４月１日
   至 平成20年９月30日)

株主資本
　資本金
　　前期末残高 45,743 45,743
　　当中間期変動額
　　　当中間期変動額合計 － －
　　当中間期末残高 45,743 45,743
　資本剰余金
　　資本準備金
　　　前期末残高 38,351 38,351
　　　当中間期変動額
　　　　当中間期変動額合計 － －
　　　当中間期末残高 38,351 38,351
　　その他資本剰余金
　　　前期末残高 1,089 1,089
　　　当中間期変動額
　　　　自己株式の処分 0 △ 0
　　　　当中間期変動額合計 0 △ 0
　　　当中間期末残高 1,089 1,089
　　資本剰余金合計
　　　前期末残高 39,440 39,441
　　　当中間期変動額
　　　　自己株式の処分 0 △ 0
　　　　当中間期変動額合計 0 △ 0
　　　当中間期末残高 39,440 39,440
　利益剰余金
　　利益準備金
　　　前期末残高 10,087 10,087
　　　当中間期変動額
　　　　当中間期変動額合計 － －
　　　当中間期末残高 10,087 10,087
　　その他利益剰余金
　　　不動産圧縮積立金
　　　　前期末残高 436 426
　　　　当中間期変動額
　　　　　不動産圧縮積立金の取崩 △ 5 △ 4
　　　　　当中間期変動額合計 △ 5 △ 4
　　　　当中間期末残高 431 421
　　　別途積立金
　　　　前期末残高 33,060 42,560
　　　　当中間期変動額
　　　　　別途積立金の積立 (注) 9,500 9,000
　　　　　当中間期変動額合計 9,500 9,000
　　　　当中間期末残高 42,560 51,560
　　　繰越利益剰余金
　　　　前期末残高 12,783 12,198
　　　　当中間期変動額
　　　　　剰余金の配当 (注) △ 1,032 △ 1,030
　　　　　中間純利益 6,616 2,084
　　　　　不動産圧縮積立金の取崩 5 4
　　　　　別途積立金の積立 (注) △ 9,500 △ 9,000
　　　　　土地再評価差額金の取崩 0 －
　　　　　当中間期変動額合計 △ 3,910 △ 7,941
　　　　当中間期末残高 8,873 4,257
　　利益剰余金合計
　　　前期末残高 56,367 65,272
　　　当中間期変動額
　　　　剰余金の配当 (注) △ 1,032 △ 1,030
　　　　中間純利益 6,616 2,084
　　　　土地再評価差額金の取崩 0 －
　　　　当中間期変動額合計 5,584 1,053
　　　当中間期末残高 61,952 66,326
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(単位：百万円)

      前中間会計期間
  (自 平成19年４月１日
   至 平成19年９月30日)

      当中間会計期間
  (自 平成20年４月１日
   至 平成20年９月30日)

　自己株式
　　前期末残高 △ 207 △ 442
　　当中間期変動額
　　　自己株式の取得 △ 23 △ 812
　　　自己株式の処分 1 5
　　　当中間期変動額合計 △ 21 △ 807
　　当中間期末残高 △ 229 △ 1,249
　株主資本合計
　　前期末残高 141,344 150,015
　　当中間期変動額
　　　剰余金の配当 (注) △ 1,032 △ 1,030
　　　中間純利益 6,616 2,084
　　　自己株式の取得 △ 23 △ 812
　　　自己株式の処分 1 4
　　　土地再評価差額金の取崩 0 －
　　　当中間期変動額合計 5,563 246
　　当中間期末残高 146,907 150,261
評価・換算差額等
　その他有価証券評価差額金
　　前期末残高 13,409 136
　　当中間期変動額
　　　株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) △ 5,827 △ 3,511
　　　当中間期変動額合計 △ 5,827 △ 3,511
　　当中間期末残高 7,582 △ 3,374
　繰延ヘッジ損益
　　前期末残高 210 △ 1,079
　　当中間期変動額
　　　株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) 65 892
　　　当中間期変動額合計 65 892
　　当中間期末残高 275 △ 186
　土地再評価差額金
　　前期末残高 6,956 6,955
　　当中間期変動額
　　　株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) △ 0 －
　　　当中間期変動額合計 △ 0 －
　　当中間期末残高 6,955 6,955
　評価・換算差額等合計
　　前期末残高 20,576 6,012
　　当中間期変動額
　　　株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) △ 5,763 △ 2,618
　　　当中間期変動額合計 △ 5,763 △ 2,618
　　当中間期末残高 14,813 3,394
純資産合計
　前期末残高 161,920 156,027
　当中間期変動額
　　剰余金の配当 (注) △ 1,032 △ 1,030
　　中間純利益 6,616 2,084
　　自己株式の取得 △ 23 △ 812
　　自己株式の処分 1 4
　　土地再評価差額金の取崩 0 －
　　株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) △ 5,763 △ 2,618
　　当中間期変動額合計 △ 199 △ 2,372
　当中間期末残高 161,720 153,655

(注) 平成19年6月及び平成20年6月の定時株主総会における決議項目であります。
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11．継続企業の前提に関する注記 

    該当事項はありません。 

 

12．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（１）商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

（２）有価証券の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連会社

株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法

により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

②有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法

により行っております。 

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

（４）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を

採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建  物  １５年～５０年 

その他    ４年～２０年 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期

間（５年）に基づいて償却しております。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐

用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残

価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

（５）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の

状況にある債務者（以下｢実質破綻先」という｡）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳

簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在

は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額か

ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判

断し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しておりま

す。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査

部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収

が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は１８，２５３百万円

であります。 

②賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間会計期間に

帰属する額を計上しております。 

③役員賞与引当金 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間会計期間に

帰属する額を計上しております。 
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④退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算

上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

         過去勤務債務         その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法により 

                              費用処理 

         数理計算上の差異     各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定率法により按 

分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理 

    なお、退職給付引当金の当中間期末残高には、執行役員分７２百万円が含まれております。 

⑤役員退職慰労引当金 

   役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、

当中間会計期間末までに発生していると認められる額を計上しております。 

⑥睡眠預金払戻引当金 

睡眠預金払戻引当金は、一定の要件を満たし利益計上した睡眠預金の払戻請求に備えるため、過去の払戻実績に基

づく将来の払戻見込額を計上しております。 

（６）外貨建て資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

（７）リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１日前に開始する事業年度に属するも

のについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

（８）ヘッジ会計の方法 

①金利リスク・ヘッジ 

主に、ヘッジ対象である貸出金等の金融資産・負債から生じる金利リスクの回避を目的として、各取引毎のヘッジ対象に

個別対応のデリバティブ取引を行う「個別ヘッジ」を実施しております。また、複数のヘッジ対象に対してデリバティブ取引を

行う「包括ヘッジ」を実施しております。 

ヘッジ会計の方法は、貸出金等については繰延ヘッジ処理及び金利スワップの特例処理を行っております。 

また、当行のリスク管理方針に従い、ヘッジ手段とヘッジ対象を一体管理するとともに、ヘッジ対象のリスクが減殺されて

いるかを検証し、ヘッジの有効性を評価しております。 

②為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計

処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に規定する繰延ヘッ

ジによっております。 

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取

引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジシ    

ョン相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

なお、当中間決算日において通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等はありません。 

（９）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間会計期間の費用に計上しております。 

 

13．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号平成 19 年３月 30 日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第 16 号同前）が平成 20 年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴

い、当中間会計期間から同会計基準及び適用指針を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しており

ます。 

これにより、従来の方法に比べ、「有形固定資産」中のリース資産は１６２百万円、「その他負債」中のリース債務は１７０百万

円増加しておりますが、損益に与える影響は軽微であります。 
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14．表示方法の変更 

(中間貸借対照表関係) 

「銀行法施行規則」（昭和 57 年大蔵省令第 10 号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣

府令第 44 号平成 20 年７月 11 日）により改正され、平成 20 年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになったこ

とに伴い、当中間会計期間から「その他負債」中の「未払法人税等」、「リース債務」及び「その他の負債」を内訳表示しており

ます。 

 

15．注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

（１）関係会社の株式及び出資額総額は、１，１５６百万円であります。 

（２）貸出金のうち、破綻先債権額は１３，４００百万円、延滞債権額は４２，４９７百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取

立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不

計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号) 第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由

又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と

して利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

（３）貸出金のうち、３ｶ月以上延滞債権額は２４百万円であります。 

なお、３ｶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先

債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

（４）貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２３，４５９百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元

本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ｶ月以上延

滞債権に該当しないものであります。 

（５）破綻先債権額、延滞債権額、３ｶ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は７９，３８１百万円であります。 

なお、上記（２）から（５）に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

（６）手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、

荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額

面金額は３０，３３７百万円であります。 

（７）担保に供している資産は次のとおりであります。 

為替決済等の取引の担保として、有価証券９３，５７４百万円を差し入れております。 

また、その他の資産のうち保証金は２，０８０百万円であります。 

（８）当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定さ

れた条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融

資未実行残高は、２２７，８７４百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが２１８，５１１百万円あります。なお、

この他に総合口座の当座貸越契約に係る融資未実行残高が２４４，９９３百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将

来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びそ

の他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条

項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期

的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じ

ております。 

（９）土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額

については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 平成 10 年３月 31 日 

 同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31 日 

 公布政令第 119 号）第２条第４号に定める地価税法に基 

 づいて、（奥行価格補正、側方路線影響加算、不整形地 

 補正による補正等）合理的な調整を行って算出。 
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(10)有形固定資産の減価償却累計額は２１，５４７百万円であります。 

(11)借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１６，５００百万円が含まれ

ております。 

(12)社債は、劣後特約付社債であります。 

(13)「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保証債務の額は

１０，７３７百万円であります。 

(14)１株当たりの純資産額４，４９７円０９銭 

 

(中間損益計算書関係) 

（１）減価償却実施額は下記のとおりであります。 

有形固定資産  ６４７百万円 

無形固定資産  ４３８百万円 

（２）その他の経常費用には、貸倒引当金繰入額８，０７６百万円、株式等売却損３２８百万円及び株式等償却１９６百万円を含ん

でおります。 
（３）１株当たり中間純利益金額６１円０１銭 

 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

  前中間会計期間(自 平成１９年４月１日 至 平成１９年９月３０日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

前事業年度末 
株 式 数 

(千株) 

当中間会計期間
増 加 株 式 数 

(千株) 

当中間会計期間
減 少 株 式 数 

(千株) 

当中間会計期間末
株 式 数 

(千株) 
摘  要 

自己株式  

 普通株式 46 3 0 49 (注) 

合計 46 3 0 49

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。また、減少は、単元未満

株式の買増請求による減少であります。 

 

  当中間会計期間(自 平成２０年４月１日 至 平成２０年９月３０日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

前事業年度末 
株 式 数 

(千株) 

当中間会計期間
増 加 株 式 数 

(千株) 

当中間会計期間
減 少 株 式 数 

(千株) 

当中間会計期間末
株 式 数 

(千株) 
摘  要 

自己株式  

 普通株式 101 186 1 287 (注) 

合計 101 186 1 287

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役会決議に基づき買い受けた自己株式及び単元未満株式の 

買取りによる増加であります。また、減少は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

当中間会計期間増加株式数のうち平成２０年３月１８日付取締役会決議に基づき買い受けた自己株式は、 

183,100 株であります。 

 

  前事業年度(自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項                                    (単位：千株) 

 
前事業年度末 
株 式 数 

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当事業年度末 
株 式 数  

摘  要 

自己株式   

 普通株式 46 56 0 101 (注) 

合計 46 56 0 101 

 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役会決議に基づき買い受けた自己株式及び単元未満 

株式の買取りによる増加であります。また、減少は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

当事業年度増加株式数のうち平成２０年３月１８日付取締役会決議に基づき買い受けた自己株式は、 

50,000 株であります。 
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（有価証券関係） 

 

○子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

Ⅰ 前中間会計期間末(平成１９年９月３０日現在) 

該当事項はありません。 

Ⅱ 当中間会計期間末(平成２０年９月３０日現在) 

該当事項はありません。 

Ⅲ 前事業年度末(平成２０年３月３1 日現在) 

該当事項はありません。 

 

（重要な後発事象） 

自己株式の取得 

当行は、平成 20 年 11 月 14 日開催の取締役会において、会社法第 165 条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第 156 条の規定に基づく自己株式の取得について次のとおり決議いたしました。 

 ① 自己株式の取得を行う理由 

資本効率の向上を通じた株主への利益還元及び機動的な資本政策の遂行を可能にするため 

 ② 取得の内容 

取得する株式の種類      当行普通株式 

取得する株式の総数      250,000 株（上限） 

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 0.73％） 

取得価額の総額         1,000,000,000 円（上限） 

取得の方法            東京証券取引所における市場買付け 

取得の期間            平成 20 年 11 月 17 日から平成 20 年 12 月 30 日まで 

 

（開示の省略）  

  リース取引に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略して

おります。 
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Ⅰ 平成 21 年３月期第２四半期（中間期）決算の概要 

１．概要 【単体】 

 ① 財務状況等 

                                                                                （単位：百万円） 

                                     
２０年９月期 

１９年９月期比 
１９年９月期 

経  常  収  益  （a） ４１，８２３ ３，７０１ ３８，１２２

経  常  費  用  （b） ３８，８０８ １１，０５７ ２７，７５１

 業  務  粗  利  益 ２７，３４１ △ １，２９７ ２８，６３８

資  金  利  益 ２５，８６６ △ １１２ ２５，９７８

役務取引等利益 ２，４０２ △ ７７８ ３，１８１

その他業務利益 △ ９２７ △ ４０６ △ ５２１
 

 債券５勘定尻 △ １，７８７ △ ７６２ △ １，０２５

経  費（除く臨時処理分）（△） １８，５１９ ４５２ １８，０６６

実質業務純益 

（一般貸倒引当金繰入前） 
８，８２２ △ １，７５０ １０，５７２

コ ア 業 務 純 益 １０，６０９ △ ９８７ １１，５９７

 

一般貸倒引当金繰入額（△） ２，１７８ ２，９２０ △ ７４１

業  務  純  益 ６，６４３ △ ４，６７０ １１，３１３
 

臨  時  損  益 △ ３，６２５ △ ２，６８５ △ ９４０

不良債権処理損失（△） ５，９１２ ５，１１６ ７９５

株式３勘定尻 ３，３２１ ３，２９５ ２５  

 株式等償却（△） １９６ △ １０４ ３０１

経  常  利  益  （a）－（b） ３，０１５ △ ７，３５５ １０，３７１

特  別  損  益 ３６３ △ ３２４ ６８７

税引前中間純利益 ３，３７８ △ ７，６８０ １１，０５９

法人税、住民税及び事業税（△） ２，３４７ △ １，３３１ ３，６７８

法人税等調整額（△） △ １，０５３ △ １，８１６ ７６３

中 間 純 利 益 ２，０８４ △ ４，５３１ ６，６１６

自 己 資 本 比 率 １０．４０％ ０．０１％ １０．３９％

中 間 配 当 ３０円 －円 ３０円

（注）コア業務純益とは、業務純益に対し一般貸倒引当金繰入額と債券５勘定尻を加減調整したもの。 

 

（１）本業の収益を示すコア業務純益は、預金・貸出金業務を中心とする資金利益はほぼ前年並みでありましたが、サブプ

ライムローン問題等の影響による投信販売手数料の減少や減価償却費などの経費の増加により、１０６億円に止まりま

した。 

（２）経常利益は、取引先の業況悪化等に備えた引当金の積み増しなどから、前年同期比７３億円減少し３０億円となりまし

た。 

（３）中間純利益は、前年同期比４５億円減少し２０億円となりました。 

（４）自己資本比率は、前年同期比プラス０．０１％の１０．４０％となり、引続き１０％台を維持しております。 

（５）中間配当金は、1 株当たり３０円とする予定です。 
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② 主要勘定の状況 

ア．貸出金 

（単位：億円、％） 

                        

２０年９月期 １９年９月期比 

（年間増加率） 

１９年９月期 

期  末  残  高 ２６，４７１ １，０５２（４．１） ２５，４１９

平  均  残  高 ２６，１８９ １，６２６（６．６） ２４，５６３

   

貸出金につきましては、県内地元企業及び個人のお客様の借入ニーズに積極的にお応えするべく取り組みました

結果、期末貸出金残高は、前年同期比１，０５２億円（年率＋４．１％）増加し２兆６，４７１億円となりました。 

 

イ．預金等(うち預金) 

（単位：億円、％） 

                        

２０年９月期 １９年９月期比 

（年間増加率） 

１９年９月期 

期  末  残  高 ３１，５８３ ４０３（１．２） ３１，１８０ 

(うち預金残高) (３０，７９３) ７１４（２．３） (３０，０７９)

平  均  残  高 ３１，４３１ ９６６（３．１） ３０，４６５ 

(うち預金残高) (３０，３６２) ８１１（２．７） (２９，５５１)

 

預金につきましては、お客様の利便性が高く地域に密着した営業基盤の拡充に努めましたことなどから、期末預金

等（譲渡性預金含む）残高は、前年同期比４０３億円（年率＋１．２％）増加し３兆１，５８３億円となりました。 

 

（参考）預り資産 

（単位：億円、％） 

                        

２０年９月期 １９年９月期比 

（年間増加率） 

１９年９月期 

投資信託残高 １，８１４ △ ２３（△ １．２） １，８３８

年金保険残高 １，２８７ ２８７（ ２８．７） ９９９

国 債 残 高  ２，１７６ ２３４（ １２．０） １，９４１

合    計 ５，２７９ ４９９（ １０．４） ４，７７９

 

 預り資産残高は、５，２７９億円と、前年同期比４９９億円（年率＋１０．４％）増加し、期末預金残高の年間増加額（４０３

億円）を上回る伸びとなりました。 
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２．損益状況  

【単体】    

（単位：百万円） 

 
 ２０年９月期 

１９年９月期比 
１９年９月期 

業  務  粗  利  益 ２７，３４１ △ １，２９７ ２８，６３８

（除く国債等債券損益（５勘定尻）） ２９，１２８ △ ５３４ ２９，６６３

 国内業務粗利益 ２８，３７１ △ ５８４ ２８，９５５

 （除く国債等債券損益（５勘定尻）） ２８，７５３ △ ５１１ ２９，２６４

  資  金  利  益 ２５，６０２ △ ８２ ２５，６８４

  役務取引等利益 ２，３７５ △ ７７６ ３，１５１

  その他業務利益 ３９３ ２７４ １１９

  （うち国債等債券損益） △ ３８２ △ ７３ △ ３０８

 国際業務粗利益 △ １，０３０ △ ７１２ △ ３１７

 （除く国債等債券損益（５勘定尻）） ３７５ △ ２３ ３９９

  資  金  利  益 ２６４ △ ３０ ２９４

  役務取引等利益 ２７ △ １ ２９

その他業務利益 △ １，３２１ △ ６８０ △ ６４１
  

（うち国債等債券損益） △ １，４０５ △ ６８８ △ ７１６

経費（除く臨時処理分）（△） １８，５１９ ４５２ １８，０６６

 人  件  費（△） ９，３３１ ２９ ９，３０１

 物  件  費（△） ８，２０４ ４３１ ７，７７２

 税      金（△） ９８３ △ ７ ９９１

実質業務純益 

（一般貸倒引当金繰入前） 
８，８２２ △ １，７５０ １０，５７２

 コ ア 業 務 純 益 １０，６０９ △ ９８７ １１，５９７

①一般貸倒引当金繰入額（△） ２，１７８ ２，９２０ △ ７４１

業  務  純  益 ６，６４３ △ ４，６７０ １１，３１３

 うち国債等債券損益（５勘定尻） △ １，７８７ △ ７６２ △ １，０２５

臨  時  損  益 △ ３，６２５ △ ２，６８５ △ ９４０

 ②不良債権処理損失（△） ５，９１２ ５，１１６ ７９５

  貸出金償却（△） ０ ０ －

  個別貸倒引当金純繰入額（△） ５，８９７ ５，１０５ ７９２

  その他債権売却損等（△） １４ １０ ３

 （貸倒償却引当費用 ①＋②） ８，０９０ ８，０３６ ５４

 株式等関係損益 ３，３２１ ３，２９５ ２５

  株式等売却益 ３，８４６ ３，２５７ ５８８

  株式等売却損（△） ３２８ ６６ ２６１

  株式等償却（△） １９６ △ １０４ ３０１

 その他臨時損益 △ １，０３４ △ ８６４ △ １７０

経  常  利  益 ３，０１５ △ ７，３５５ １０，３７１
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                                                             （単位：百万円） 

特  別  損  益 ３６３ △ ３２４ ６８７

 うち固定資産処分損益 △ ２０ １１ △ ３１

  固定資産処分益 － － －

  固定資産処分損（△） ２０ △ １１ ３１

 うち償却債権取立益 ３８３ ３２ ３５１

 うち減損損失（△） － △ １ 1

税引前中間純利益 ３，３７８ △ ７，６８０ １１，０５９

法人税、住民税及び事業税（△） ２，３４７ △ １，３３１ ３，６７８

法人税等調整額（△） △ １，０５３ △ １，８１６ ７６３

中 間 純 利 益  ２，０８４ △ ４，５３１ ６，６１６

 

【連結】 

                                                                                 （単位：百万円） 

  
２０年９月期 

１９年９月期比 
１９年９月期 

連結粗利益 ２８，５６０ △ １，３２４ ２９，８８４

資金利益 ２５，９１１ △ １３５ ２６，０４７

役務取引等利益 ３，２５６ △ ７８２ ４，０３８ 

その他業務利益 △ ６０７ △ ４０６ △ ２０１

営業経費（△） １９，３５９ １，１３９ １８，２２０

不良債権処理損失（△） ９，１６８ ８，２０４ ９６４

貸出金償却（△） ８ △ ８ １６

一般貸倒引当金純繰入額（△） ４，１０６ ４，６７５ △ ５６８

個別貸倒引当金純繰入額（△） ５，０３９ ３，５２５ １，５１３
 

その他債権売却損等（△） １４ １０ ３

株式等関係損益 ３，３０２ ３，２７５ ２７

その他 ６８ △ ６０ １２９

経常利益 ３，４０３ △ ７，４５２ １０，８５６

特別損益 ３６３ △ ３２６ ６９０

税金等調整前中間純利益 ３，７６７ △ ７，７７９ １１，５４６

法人税、住民税及び事業税（△） ２，６７６ △ １，３１０ ３，９８６

法人税等調整額（△） △ １，３１７ △ ２，０４１ ７２４

少数株主利益（△） ３１１ ５２ ２５９

中間純利益 ２，０９６ △ ４，４８０ ６，５７６

  （注）連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋ 

                   （その他業務収益－その他業務費用） 
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３．業務純益【単体】                                                                   

                                                                                （単位：百万円） 

  
２０年９月期 

１９年９月期比 
１９年９月期 

 （１） 実質業務純益 

（一般貸倒引当金繰入前） 
８，８２２ △ １，７５０ １０，５７２

 職員一人当たり（千円） ４，３２６ △ ９８３ ５，３０９

 （２） 業務純益 ６，６４３ △ ４，６７０ １１，３１３

 職員一人当たり（千円） ３，２５８ △ ２，４２４ ５，６８２

 （注）職員数は期中平均人員を使用しております。 

 

４．利 鞘【単体】 

（１）全体 

                                                                                     （単位：％） 

  

                                  
２０年９月期 

１９年９月期比 
１９年９月期 

 （１） 資 金 運 用 利 回 （Ａ） １．９０ △ ０．０２ １．９２

（イ） 貸  出  金  利  回 ２．０９ ０．０１ ２．０８
 

（ロ） 有 価 証 券 利 回 １．２３ △ ０．２７ １．５０

 （２） 資 金 調 達 原 価 （Ｂ） １．５０ ０．０４ １．４６

（イ） 預  金  等  利  回 ０．３０ ０．０６ ０．２４
 

（ロ） 外 部 負 債 利 回 ２．０６ △ １．４５ ３．５１

 （３） 総 資 金 利 鞘 （Ａ）－（Ｂ） ０．４０ △ ０．０６ ０．４６

 

（２）国内部門 

                                                                                     （単位：％） 

  

                                  
２０年９月期 

１９年９月期比 
１９年９月期 

 （１） 資 金 運 用 利 回 （Ａ） １．８９ ０．００ １．８９

（イ） 貸  出  金  利  回 ２．０９ ０．０１ ２．０８
 

（ロ） 有 価 証 券 利 回 １．１８ △ ０．２２ １．４０

 （２） 資 金 調 達 原 価 （Ｂ） １．４９ ０．０５ １．４４

（イ） 預  金  等  利  回 ０．２９ ０．０５ ０．２４
 

（ロ） 外 部 負 債 利 回 ２．０６ △ ０．２０ ２．２６

 （３） 総 資 金 利 鞘 （Ａ）－（Ｂ） ０．４０ △ ０．０５ ０．４５

 

５.ＲＯＥ【単体】 

                                                                                      （単位：％） 

  
２０年９月期 

１９年９月期比 
１９年９月期 

 実質業務純益 

（一般貸倒引当金繰入前）ベース 
１１．３６ △ １．６７ １３．０３

 業務純益ベース ８．５５ △ ５．３９ １３．９４

 中間純利益ベース ２．６８ △ ５．４７ ８．１５
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６.有価証券関係損益【単体】 

                                                                                 （単位：百万円） 

  
２０年９月期 

１９年９月期比 
１９年９月期 

 （１） 国債等債券損益 （５勘定尻） △ １，７８７ △ ７６２ △ １，０２５

（イ） 売     却     益 ７８０ ４７３ ３０６

（ロ） 償     還     益 － △ ０ ０

（ハ） 売     却     損 １，８１７ ９９７ ８１９

（ニ） 償     還     損 ４７２ ４５０ ２２

 

（ホ） 償            却 ２７７ △ ２１２ ４９０

 （２） 株 式 等 損 益 （３勘定尻） ３，３２１ ３，２９５ ２５

（イ） 売     却     益 ３，８４６ ３，２５７ ５８８

（ロ） 売     却     損 ３２８ ６６ ２６１ 

（ハ） 償            却 １９６ △ １０４ ３０１

 

７．自己資本比率  

【単体】 

                                                                              （単位：％、百万円） 

   
２０年９月期 

２０年３月期比 １９年９月期比 
２０年３月期 １９年９月期 

（１） 自  己  資  本  比  率 10.40 0.06 0.01 10.34 10.39

（２） 基   本   的   項   目 145,861 △ 3,122 △ 13 148，984 145,875

（３） 補   完   的   項   目 50，228  2，178 4，536 48，049 45,691

（イ）うち土地の再評価額と再評価

の直前の帳簿価額の差額

の 45％相当額 

5，668 － － 5，668 5,668

（ロ）うち一般貸倒引当金 10，059 2，178 2，536 7，880 7,522

 

（ハ）うち期限付き劣後債務 34，500 － 2，000 34，500 32,500

（４） 控   除   項   目 261 △ 36 △ 147 298 409

（５） 自己資本  （２）＋（３）－（４） 195,827 △ 907 4,670 196，735 191,157

（６） リ ス ク ・ ア セ ッ ト 1，881，240 △ 19，958 42，195 1，901，198 1,839,044

 

【連結】  

                                                                              （単位：％、百万円） 

   
２０年９月期 

２０年３月期比 １９年９月期比 
２０年３月期 １９年９月期 

（１） 自  己  資  本  比  率 10.58 0.09 0.06 10.49 10.52

（２） 基   本   的   項   目 150,022 △ 2,754 109 152，777 149,912

（３） 補   完   的   項   目 52,089 2,239 4,609 49，849 47,480

（イ）うち土地の再評価額と再評価

の直前の帳簿価額の差額

の 45％相当額 

5，668 － － 5，668 5,668

（ロ）うち一般貸倒引当金 11,921 2,239 2,609 9，681 9,311

 

（ハ）うち期限付き劣後債務 34，500 － 2，000 34，500 32,500

（４） 控   除   項   目 261 △ 36 △ 147 298 409

（５） 自己資本  （２）＋（３）－（４） 201,850 △ 477 4,866 202，328 196,983

（６） リ ス ク ・ ア セ ッ ト 1,907,381 △ 20,251 36,257 1，927，633 1,871,123
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Ⅱ 貸出金等の状況 

１．自己査定と償却・引当基準 

（１）自己査定 

「金融検査マニュアル」等に準拠した「自己査定基準」に則り、債務者区分及び資産分類を厳格に実施しておりま

す。 

 

   （ 債務者区分 ） 

 正常先 業況が良好であり、かつ財務内容に特段の問題がない先 

 要注意先 今後の管理に注意を要する先 

 破綻懸念先 現状は経営破綻の状況にはないが、今後、経営破綻に陥る可能性の高い先 

 実質破綻先 
法的・形式的な経営破綻の事実は発生していないが、実質的に経営破綻に陥っている

先 

 破綻先 法的・形式的に経営破綻の事実が発生している先 

 

（２）償却・引当基準 

日本公認会計士協会の実務指針及び金融検査マニュアル等に準拠した「償却・引当基準」を制定し、自己査定

結果に基づいた償却・引当を実施しております。 

 

    （ 一般貸倒引当金 ） 

 引  当  基  準 

正常先債権 今後１年間の予想損失額を貸倒実績率により算出し、一般貸倒引当金に計上 

要注意先債権 

要管理先債権（３カ月以上延滞債権もしくは貸出条件緩和債権のある要注意先債権）と

要管理先以外の要注意先債権を区分し、その区分毎に今後の一定期間における予想

損失額を一般貸倒引当金に計上 

要管理先債権 今後３年間の予想損失額を貸倒実績率により算出し、一般貸倒引当金に計上 

 
要管理先以外の

要注意先債権 
今後１年間の予想損失額を貸倒実績率により算出し、一般貸倒引当金に計上 

  

   （ 個別貸倒引当金 ） 

 償  却 ・ 引  当  基  準 

破綻懸念先債権 
担保・保証等により保全のない部分のうち、今後３年間の予想損失額を貸倒実績率によ

り算出し、個別貸倒引当金に計上 

実質破綻先債権 

破綻先債権 

予想損失額（担保・保証等により保全のない部分の全額）を個別貸倒引当金に計上もし

くは貸倒償却 
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２．リスク管理債権の状況 

１２年９月期より部分直接償却を実施 

未収利息不計上基準 ： 自己査定基準 

 

【単体】 

                                                                                 （単位：百万円） 

  
２０年９月期 

２０年３月期比 １９年９月期比 
２０年３月期 １９年９月期 

破綻先債権額 13，400 10,211 11，616 3，188 1,783

延滞債権額 42，497 1,258 636 41，238 41,861

３カ月以上延滞債権額 24 △ 217 △ 113 241 137

貸出条件緩和債権額 23，459 610 2，393 22，849 21,066

リ 

ス 

ク 

管

理

債

権 合  計 79，381 11,863 14，533 67，518 64,848

（ 部 分 直 接 償 却 額 ） （17,415） （3,376） （3,344） （14,038） （14,070）

 貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） 2,647,177 12,078 105,272 2，635，098 2,541,904

                                                                                     （単位：％） 

破綻先債権額 ０．５０ ０．３８ ０．４３ ０．１２ ０．０７

延滞債権額 １．６０ ０．０４ △ ０．０４ １．５６ １．６４

３カ月以上延滞債権額 ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００

貸出条件緩和債権額 ０．８８ ０．０２  ０．０６ ０．８６ ０．８２

貸

出

金

残

高

比

率 合  計 ２．９９ ０．４３ ０．４４ ２．５６ ２．５５

 

【連結】 

                                                                                 （単位：百万円） 

  
２０年９月期 

２０年３月期比 １９年９月期比 
２０年３月期 １９年９月期 

破綻先債権額 16,028 10,451 12,371 5，577 3,657

延滞債権額 43,292 1,179 560 42，112 42,731

３カ月以上延滞債権額 68 △ 181 △ 70 250 138

貸出条件緩和債権額 24,688 335 2,310 24，353 22,378

リ 

ス 

ク 

管

理

債

権 合  計 84,078 11,784 15,172 72，293 68,905

（ 部 分 直 接 償 却 額 ） （19,350） （3,610） （3,471） （15，739） （15,878）

 貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） 2,636,281 12,150 105,513 2，624，130 2,530,767

                                                                                     （単位：％） 

破綻先債権額 ０．６０ ０．３９ ０．４６ ０．２１ ０．１４

延滞債権額 １．６４ ０．０４ △ ０．０４ １．６０ １．６８

３カ月以上延滞債権額 ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００

貸出条件緩和債権額 ０．９３ ０．０１ ０．０５ ０．９２ ０．８８

貸

出

金

残

高

比

率 合  計 ３．１８ ０．４３ ０．４６ ２．７５ ２．７２
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３．貸倒引当金の状況 

 

【単体】 

                                                                                 （単位：百万円） 

  
２０年９月期 

２０年３月期比 １９年９月期比 
２０年３月期 １９年９月期 

 貸  倒  引  当  金 17,007 3,426 3,687 13，580 13,319

  一般貸倒引当金 10,059 2,178 2,536 7，880 7,522

  個別貸倒引当金 6,948 1,248 1,150 5，700 5,797

 

【連結】 

                                                                                 （単位：百万円） 

  
２０年９月期 

２０年３月期比 １９年９月期比 
２０年３月期 １９年９月期 

 貸  倒  引  当  金 22,048 3,962 4,325 18，085 17,722

  一般貸倒引当金 13,788 4,106 4,476 9，681 9,311

  個別貸倒引当金 8,260 △ 144 △ 151 8，404 8,411

 

４.リスク管理債権に対する保全率【単体】 

  

                                                                              （単位：百万円、％） 

   
２０年９月期 

２０年３月期比 １９年９月期比 
２０年３月期 １９年９月期 

リスク管理債権 （Ａ） 79,381 11,863 14,533 67，518 64,848

担保等保全額 （Ｂ） 58,726 11,628 13,493 47，098 45,233

対象貸倒引当金残高 （Ｃ） 10,947 1,349 1,299 9，598 9,648

引当率 （Ｃ）／（Ａ－Ｂ） 52.99 5.99 3.81 47.00 49.18

保全率 （Ｂ＋Ｃ）／（Ａ） 87.77 3.80 3.14 83.97 84.63
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５．金融再生法開示債権【単体】 

 

                                                                                 （単位：百万円） 

  
２０年９月期 

２０年３月期比 １９年９月期比 
２０年３月期 １９年９月期 

破産更生債権及びこれらに 

準ずる債権 
27，080 10，967 12，756 16，113 14,323

危  険  債  権 29，275 370 △ 645 28，905 29,921

要  管  理  債  権 23，483 392 2，280 23，091 21,203

 合      計    （Ａ） 79，840 11，730 14，391 68，109 65,448

  

 総  与  信  残  高 （Ｂ） 2，674，223 12，662 104，388 2，661，560 2,569,834

 

                                                                                     （単位：％） 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 
１．０１ ０．４１ ０．４６ ０．６０ ０．５５

危  険  債  権 １．０９ ０．０１ △ ０．０７ １．０８ １．１６

要  管  理  債  権 ０．８７ ０．０１ ０．０５ ０．８６ ０．８２

総 

与 

信 

残 

高 

比 

率 

（Ａ） 

／ 

（Ｂ） 
合         計 ２．９８ ０．４３ ０．４４ ２．５５ ２．５４

（注）破産更生債権及びこれらに準ずる債権  破綻先債権及び実質破綻先債権 

危険債権     破綻懸念先債権 

要管理債権     要注意先債権のうち３カ月以上延滞債権及び貸出条件 

緩和債権に該当する債権 

  

６．金融再生法開示債権の保全状況【単体】 

 

                                                                                 （単位：百万円） 

  
２０年９月期 

２０年３月期比 １９年９月期比 
２０年３月期 １９年９月期 

 保     全     額  （Ｃ） ６９，９５６ １２，８９９ １４，６８０ ５７，０５６ ５５，２７５

貸  倒  引  当  金 １１，２０９ １，２５５ １，１８３ ９，９５３ １０，０２６
 

担 保 等 保 全 額 ５８，７４６ １１，６４４ １３，４９６ ４７，１０２ ４５，２４９

                                                                                     （単位：％） 

 保  全  率 （Ｃ）／（Ａ）  ８７．６２ ３．８５ ３．１７ ８３．７７ ８４．４５

（注）貸倒引当金には、要管理債権に対する一般貸倒引当金を含めております。 
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＜参 考＞ 

金融再生法の開示債権とリスク管理債権の状況 【単体】 

 

                                                      （単位：百万円）             （単位：百万円） 

自己査定結果 

（債務者区分別） 

対象：貸出金等 

      与信関連債権 

金融再生法の開示基準 

対象：貸出金等与信関連債権 

※ 保全率は担保・引当を考慮したもの 

リスク管理債権 

対象：貸出金 

区       分 区       分 

担保・保証

による 

保全額 

引当額 
保全率

（％） 
区    分 残 高 

破 綻 先 債 権 破綻先債権 13，400

実質破綻先債権 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 

 

27，080 23,563 3,197 98.82  

延滞債権 

 

42，497

破綻懸念先債権 

危 険 債 権 

 

29，275 21,991 3,688 87.71
３カ月以上 

延滞債権 
24

貸出条件 

緩和債権 
23，459

要管理債権 

 

       23，483 

 

 

13,191 4,323 74.58

合  計 79，381

  （小計 79,840） 58,746 11,209 87.62

要管理先債権 

 

要 

 

注 

 

意 

 

先 

 

債 

 

権 
要管理先以外

の要注意債権 

（注）要管理債権の引当は 

    一般貸倒引当金 

 

 

 

 

 
正 常 先 債 権 

 

 

 

 

正 常 債 権 

 

 

2，594，382 

 

（合計 2，674，223） 

 

開示基準  ・ 金融再生法の開示債権  自己査定により区分された債務者単位で開示 

ただし、要管理債権は債権単位で開示 

 

          ・ 銀行法のリスク管理債権 貸出金単位で開示 

     破綻先債権、延滞債権は未収利息を不計上とした貸出金を対象 
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７．業種別貸出金状況等 

①業種別貸出金 【単体】                                                         

                                                                                 （単位：百万円） 

   
２０年９月期 

２０年３月期比 １９年９月期比 
２０年３月期 １９年９月期 

国内店分 

（除く特別国際金融取引勘定） 
2,647,177 12,079 105,273 2，635，098 2,541,904

製造業 289,638 △ 5,509 △ 3,027 295，147 292,665

農業 2,302 15 12 2，287 2,290

林業 118 △ 2 △ 11 120 129

漁業 － － △ 3 － 3

鉱業 4,138 △ 99 △ 175 4，237 4,313

建設業 159,479 △ 10,331 △ 12,676 169，810 172,155

電気・ガス・熱供給・ 

水道業 
11,853 438 2,254 11，415 9,599

情報通信業 9,902 2,041 3,286 7，861 6,616

運輸業 84,097 195 3,794 83，902 80,303

卸売・小売業 243,508 △ 5,633 △ 2,728 249，141 246,236

金融・保険業 38,484 △ 10,080 △ 13,835 48，564 52,319

不動産業 256,056 △ 30,603 △ 26,203 286，659 282,259

各種サービス業 259,420 △ 750 9,659 260，170 249,761

地方公共団体 111,576 4,242 24,391 107，334 87,185

 

その他 1,176,606 68,155 120,535 1，108，451 1,056,071

 

②業種別リスク管理債権【単体】    

                                                                                 （単位：百万円） 

  
２０年９月期 

２０年３月期比 １９年９月期比 
２０年３月期 １９年９月期 

国内店分 

（除く特別国際金融取引勘定） 
79,381 11,863 14,533 67，518 64,848

製造業 9,320 1,114 1,774 8，206 7,546

農業 91 71 70 20 21

林業 － － － － －

漁業 － － － － －

鉱業 － － － － －

建設業 13,016 6,181 6,723 6，835 6,293

電気・ガス・熱供給・ 

水道業 
－ － － － －

情報通信業 236 74 33 162 203

運輸業 3,701 △ 88 8 3，789 3,693

卸売・小売業 8,714 164 62 8，550 8,652

金融・保険業 1 △ 0 △ 1 1 2

不動産業 18,908 2,706 2,649 16，202 16,259

各種サービス業 10,523 384 1,139 10，139 9,384

地方公共団体 － － － － －

 

その他 14,868 1,259 2,076 13，609 12,792
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③業種別リスク管理債権の貸出金残高比率【単体】                                      

                                                                                     （単位：％） 

  
２０年９月期 

２０年３月期比 １９年９月期比 
２０年３月期 １９年９月期 

国内店分 

（除く特別国際金融取引勘定） 
２．９９ ０．４３ ０．４４ ２．５６ ２．５５

製造業 ３．２１ ０．４３ ０．６４ ２．７８ ２．５７

農業 ３．９５ ３．０８ ３．０４ ０．８７ ０．９１

林業 － － － － －

漁業 － － － － －

鉱業 － － － － －

建設業 ８．１６ ４．１４ ４．５１ ４．０２ ３．６５

電気・ガス・熱供給・ 

水道業 
－ － － － －

情報通信業 ２．３８ ０．３２ △ ０．６８ ２．０６ ３．０６

運輸業 ４．４０ △ ０．１１ △ ０．１９ ４．５１ ４．５９

卸売・小売業 ３．５７ ０．１４ ０．０６ ３．４３ ３．５１

金融・保険業 ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００

不動産業 ７．３８ １．７３ １．６２ ５．６５ ５．７６

各種サービス業 ４．０５ ０．１６ ０．３０ ３．８９ ３．７５

地方公共団体 － － － － －

 

その他 １．２６ ０．０４ ０．０５ １．２２ １．２１

 

④個人ローン残高【単体】  

                                                                                 （単位：百万円） 

   
２０年９月期 

２０年３月期比 １９年９月期比
２０年３月期 １９年９月期 

個人ローン残高 １，０１８，３０８ ４１，８２２ ７８，０２４ ９７６，４８６ ９４０，２８４

 住宅ローン残高 ８６１，６２８ ４０，４３４ ７６，４３５ ８２１，１９４ ７８５，１９３
 

 その他ローン残高 １５６，６８０ １，３８８ １，５８９ １５５，２９２ １５５，０９１

 

⑤中小企業等貸出金比率 【単体】 

                                                                                     （単位：％） 

  
２０年９月期 

２０年３月期比 １９年９月期比
２０年３月期 １９年９月期 

中小企業等貸出金比率 ８１．０６ △ １．２５ △ ２．６８ ８２．３１ ８３．７４
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